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全国版「要支援・要介護リスク評価尺度」開発 
自治体の都市度を問わず、10問で要支援・要介護リスクを点数化 

 

10問の質問項目で高齢者の要支援・要介護リスクを評価する尺度を開発しました。 

 全国23市町の高齢者90,889の健康にかかわる質問紙の調査データを用い、約3年以内に要

支援・要介護認定を受けるリスクを高める要因を探しました。 

 その結果、特に重要な10個の質問項目が選び出され、48点満点（点数が高いほど高リスク）の

尺度が開発されました。この尺度は、自治体の規模（都市度）に関わらず、要支援・要介護認定

の発生を高い精度で予測できることが確認されました。 

 

 お問合せ先： 筑波大学体育系 辻大士  tsuji.taishi.gn@u.tsukuba.ac.jp  

 

 

表. 全国版「要支援・要介護リスク評価尺度」       図. 合計点数と約3年以内の認定割合 
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質問項目
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2. 日用品の買い物ができますか
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■背景 

私たちは2017年に、ある政令指定都市に在住する高齢者を4年間追跡したデータを用い「要支援・要介護リスク

評価尺度」を開発しました（Press Release No: 105-16-35）。しかし、政令指定都市1自治体のデータから開発し

た尺度が、全国の自治体でも同様に使用できるのか保証はありません。そこで私たちは、幅広い都市度の23自治

体のデータを収集し、全国版「要支援・要介護リスク評価尺度」の開発を試みました。 
 

■対象と方法 

全国23市町（9道県）の65歳以上の高齢者90,889名を分析対象としました。2013年の時点で、日常生活圏域

ニーズ調査（厚生労働省によってひな形が示される、生活状況を調査する質問紙）の結果がどのような人が、その

後2016年までの約3年間のうちに新たに要支援・要介護認定を受けたのかを分析しました。それらの項目と、性、

年齢を含めて回帰式を作り、統計学的に意味のある関連が見られた項目について、その関連性の強さに応じた点

数を各項目に付けました。その点数を足し合わせた合計点数が評価の値となる、全国版「要支援・要介護リスク評

価尺度」を作成しました。 
 

■結果 

約3年間のうちに8,855名 (9.7%)が新たに要支援・要介護の認定を受けました。分析の結果、日常生活圏域ニ

ーズ調査の中の10項目と性、年齢から、0～48点（点数が高いほど高リスク）となる評価尺度が作成されました。合

計点数と認定割合の関係は10点→3.8%、20点→12.1%、30点→34.8%、40点→59.7%と、右肩上がりでした。な

お、17点を上回るか上回らないかが、その後3年間に新たに認定を受けるか受けないかを判別する“しきい値”とし

て算出されました。 

また、都市度（人口密度）で3つの群（大都市部、都市・準都市部、農村部）に分けた場合でも、本尺度の予測力

に顕著な違いは見られませんでした。 
 

■結論 

日常生活圏域ニーズ調査の中の10項目と性、年齢から成る、0～48点の全国版「要支援・要介護リスク評価尺

度」が開発されました。この尺度は、自治体の都市度を問わず優れた予測力を持つことが確認されました。 
 

■本研究の意義・注意点 

この尺度で計算される「リスク点数」は、介護予防に向けた地域の課題の把握や、介護予防の取り組みの評価に

役立てられることが期待されます。なお、本尺度で選ばれた10項目は、厚生労働省が改正前の介護保険制度で

示していた「基本チェックリスト」の中にも類似した項目が含まれています。ただし、本尺度では「できますか」形式で

尋ねる項目の一部（問1～3）について、基本チェックリストでは「していますか」形式で尋ねています。基本チェックリ

ストへの回答を基に本尺度を適用する際には、そのような不一致があることをご理解した上でご使用ください。 
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